事業計画書
１　企業概要

⑴　設立年月日　　　　　　：　　　年　月　日
⑵　資本金及び出資金　　　：　　　　　　　円
⑶　業種　　　　　　　　　：　
⑷　主要生産品目、業務等　：　
⑸　既設事業所等の概要
	名称
	所在地
	常時
雇用者数(※1)
(役員(※2)除く)
	業務内容
	閉鎖等予定
床面積(㎡)
(※3)

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


※1「常時雇用者」…補助対象者と期間の定めのない雇用契約を締結している正社員（高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和46年法律第68号）第9条第1項に規定する高年齢者雇用確保措置及び第10条の2第1項に規定する高年齢者就業確保措置に基づき雇用されている社員を含む。）
※2「役員」…法人の登記事項証明書（商業登記規則第30条第1項第2号に規定する履歴事項証明書であって、同条第3項の規定により全部である旨の認証文が付されたものに限る。）に記載のある取締役、会計参与、監査役、社員等のうち、常勤の者

※3「閉鎖等床面積」…補助対象事業の実施に伴い京都市内に所有する既設事業所等を閉鎖又は縮小する場合に、該当事業所等について記入のこと。

⑹　財務状況（過去3年度）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
	
	直近年度
（R　年度）
	当該前年度
（R　年度）
	当該前々年度

（R　年度）
	備考

	売上高
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	

	経常利益
	
	
	
	

	純利益
	
	
	
	

	配当性向（％）
	
	
	
	

	自己資本
	
	
	
	

	総資本
	
	
	
	


２　補助対象事業所等の概要

⑴　事業所等を新増設するに至った経緯及び新設事業所での事業内容
	


⑵　投下固定資産額等及び事業所配置の状況　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
	投下固定資産額等
（税込）
	内容等
	延床面積

（㎡）

	埋蔵文化財発掘調査
	
	
	

	建物及び付属施設取得額（家屋）
	工場等
	
	
	

	
	事務所
	
	
	

	
	倉庫
	
	
	

	
	付属施設
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	生産等設備取得額
（償却資産）
	構築物
	
	
	

	
	機械及び装置
	
	
	

	
	車両及び運搬具
	
	
	

	
	工具器具及び備品
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	合計
	
	
	


⑶　生産性の向上に資する投資の内容
（□ 当該本社・工場等では生産性の向上に資する投資はいたしません。）

	


⑷　資金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	種類
	金額

	自己資金

借入金

補助金（※）
その他
	

	合計
	


※　金額の後ろに（）書きで補助金名を記載してください。
⑸　土地利用状況
	用途地域（地区）
	

	利用方法
	□取得 □借地 □賃借（賃料（共益費込）：　　　　　　円／月）

	取得（賃借）年月日
	　　　　年　　月　　日

	敷地面積（㎡）（※1）
	

	建物延床面積（㎡）
（※2）
	


※1　賃借の場合は記載不要
※2　賃借の場合は専有面積を記載
３　生産計画等　（□ 当該本社・工場等では生産いたしません。）
	　　　　

　　　　　　　時期

製品名等
	　　操業年（予定）
（R　年　月

　 ～R　年　月）
	　　　　　　　　

　　　3年次

（R　年　月

　 ～R　年　月）
	　　　　　　　　

　　　5年次

（R　年　月

　 ～R　年　月）

	
	数量
	金額
（百万）
	数量
	金額
（百万）
	数量
	金額
（百万）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


４　雇用者実績及び年次計画（予定は申請日の属する年度後を記載）
⑴　常時雇用者数（役員除く）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

	
	実績

（R 年 月）
	予定

	
	
	R　年度
	R　年度
	R　年度
	R　年度
	R　年度

	企業全体の常時雇用者数
	
	
	
	
	
	

	京都市内で勤務する常時雇用者数（※1）
	
	
	
	
	
	

	当該本社･工場等の敷地内で勤務する常時雇用者数（※2)
	補助区分が「大企業者」のみ記載

	
	
	
	
	
	
	

	当該本社･工場等内で勤務する常時雇用者数（※3）
	増設時のみ記載
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※1　原則、京都市内のハローワークで雇用保険の登録を行っている常時雇用者数

※2　※1のうち、今回新設する補助対象建物が属する敷地内において勤務している常時雇用者数

※3　※2のうち、今回新設する補助対象建物に勤務される常時雇用者数
　□　新規雇用者を1名以上雇用予定
⑵　市内居住者数（役員含む）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	
	操業開始年度

（R 年度）
	補助交付1年目

（R 年度）

	当該本社･工場等内で勤務する常時雇用者及び役員のうち、市内居住者
	
	


※　「市内居住者」…市内居住者とは、補助金交付の申請の日から遡って6箇月間以上継続して雇用され、かつ、同期間継続して市内に居住し住民票を置く常時雇用者及び常勤の役員（ただし、申請の日に既に市内に居住し住民票を置く常時雇用者及び役員は除く。）をいう。
５　補助対象事業所におけるSDGsの取組について
	


６　添付書類

⑴　事業所の所在地の位置図

⑵　申請前3事業年度分の決算書

⑶　建設する工場等の図面

⑷　企業の概要を明らかにするパンフレット

⑸　その他市長が必要と認める書類
７　確認事項

□　申請者は、要綱第4条第2項に掲げる以下の者に該当しません。
京都市企業立地促進制度補助金交付要綱（抄）（第4条第2項）
⑴　京都市暴力団排除条例第2条第4号に規定する暴力団員等又は同条第5号に規定する暴力団密接関係者 

⑵　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）に規定する性風俗関連特殊営業及びそれらに類似する業種を営む者 

⑶　営業に関して必要な認可等を取得していない者 

⑷　市町村税を滞納している者 

⑸　本市が補助金を交付するに当たり、社会的な信頼性及び公平性を損なうおそれがある者
□　要綱に規定する要件（生産設備等取得額や常時雇用者数 等）を欠いたとき、同第18条に規定する補助対象事業の指定の取消を受けることについて同意します。
本社・工場等新増設等支援制度用








